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１．研究計画の概要 

本研究は、北アフリカ諸国の経済改革先行
国における産業発展のルーツとプロセスを東
アジアの産業発展の経験を適用しつつ、ミク
ロレベルで実態的に解明するものである。具
体的には、エジプト、チュニジアおよびモロ
ッコにおいて、雇用創出の鍵とされる極小・
小企業を対象に事業所調査を行うことでミク
ロデータを収集する。また、実証分析・三カ
国比較分析を行うことで、北アフリカ諸国に
有効な雇用創出メカニズムを検証し、EU等先
進諸国へのキャッチアップを図る経路を展望
することを目的とする。 
 

２．研究の進捗状況 

（1）平成20年9月および平成21年3月にエジプ
ト共和国を訪問し、現地エジプト中央統計動
員局（Central Agency for Public Mobilization and 

Statistics: CAPMAS）および一橋大学経済研究
所の研究協力者による協力を得て、調査対象
候補地であるラマダン10日市、ショブラヒー
マ、エルマハラエルコブラに立地する繊維工
場を視察した。また、調査プレテストを実施
し、調査質問票を作成し、調査地を確定した
。また、調査実施の詳細についてエジプト中
央統計動員局と合意した。現地調査の結果、
2005年の多国間繊維協定の失効による輸出割
当の廃止が、エジプト国内繊維産業に中国や
インドとの競争激化をもたらしており、生産
性向上・輸出競争力強化が重要課題であるこ
とが明らかになった。 
 
（2）平成20年7月および11月、平成21年1月お
よび3月にチュニジア共和国を訪問し、現地カ
ルタゴ11月7日大学付属ザグアン高等農業学
院の研究協力者による協力を得て、チュニス

県、スース県、スファックス県におけるオリ
ーブ工場を視察した。また、チュニジア農業
・水資源省に対して調査許可申請を行い、許
可を得た。現地調査の結果を踏まえて質問票
を完成させ、調査対象地をチュニス県、スフ
ァックス県、スース県、ベジャ県、ジャンド
ーバ県およびビゼルト県に確定し、平成21年1
月に調査を開始した。同3月に調査を終了し、
調査結果のデータセットを受理した（サンプ
ル数：139）。 
 
（3）平成22年9月にエジプト共和国を訪問し
、現地エジプト研究・訓練センター（Egyptian 

Research and Training Center）、エジプト中央統
計動員局および一橋大学経済研究所の研究協
力者による協力を得て、調査対象地であるシ
ョブラヒーマ、エルマハラエルコブラの繊維
工場を視察した。また、大カイロ、上エジプ
トおよび下エジプトの繊維工場を調査し、計
1200サンプルの繊維工場個票データを収録し
た調査データセットを受理した。 
 
（4）平成21年に実施したチュニジア・オリー
ブオイル精油工場調査の結果を用いて、技術
効率とマーケティング能力向上の諸要因なら
びに地域間の生産性と技術効率の差異が生じ
る要因を解析し、平成22年9月に南アフリカ・
ケープタウンで開催された第3回アフリカ農
業経済学会にて報告した。また、平成22年に
実施したエジプト繊維工場調査の結果を用い
て、技術効率性とその水準向上を図る要因を
解析し、平成23年1月に一橋大学で開催された
国際シンポジウムにて報告した。なお、モロ
ッコにおける事業所調査に関しては、国際機
関より製造業のミクロデータセットを入手し
た。 
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３．現在までの達成度 

 ②おおむね順調に進展している。 

（理由）これまでの調査により、チュニジア、
エジプトおよびモロッコのミクロデータを
収集でき、各国個別の分析（チュニジアおよ
びエジプト調査については実施済み）ならび
に三カ国の比較分析（最終年度実施予定）の
準備が整った。 

 

４．今後の研究の推進方策 
（1）平成23年度が研究実施の最終年度である
ため、これまでに調査を実施したチュニジア
のオリーブオイル工場およびエジプトの繊維
工場のミクロデータを用いて、生産性、特に
技術効率および技術進歩率を推計する。確率
論的フロンティア生産関数を推計し、技術効
率性とそれを向上させる要因を特定する。ま
た、技術進歩率については、パネルデータが
得られないため、総要素生産性をインデック
スとして推計し、それを向上させる要因を解
析する。なお、モロッコについては、データ
ベースから得られる事業所のミクロデータを
利用して、チュニジアおよびエジプトとの比
較分析を展開する。 
 
（2）上記により、北アフリカ三カ国における
技術効率を向上させる要因と技術進歩を誘発
する要因を導き出し、東アジアの経験を適用
しつつ、同諸国に共通する産業発展の条件を
解明する。また、北アフリカ諸国に有効な雇
用創出メカニズムを検証し、EU等先進諸国へ
のキャッチアップを図る経路を展望すること
により、最終報告書を取りまとめる。 
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